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第１章 計画の基本的な考え方                  

 

１ 計画策定の趣旨 

 本市では、令和３年３月に令和３年度から令和７年度までの５年を計画期間とした

「島田市消費者教育推進計画」を策定し、毎年「島田市消費者教育推進計画連絡会」

において成果指標の進捗状況の確認及び評価を行いながら、「自ら学び、考え、行動

する消費者の育成」の実現を目指して様々な取組を行ってきました。 

 近年、情報技術の発展や国際化の進行が加速し、消費生活と経済社会との関わりが

複雑化しています。 

さらに、高齢化の急速な進行や成年年齢の引き下げ、ライフスタイルの多様化に伴

う家族や地域とのつながりの希薄化など、社会情勢の変化は、多くの消費者トラブル

の背景となり、消費者教育はより一層重要性を増しています。 

 このような中、国では第５期となる「消費者基本計画」（2025（令和７）年３月閣議

決定）に基づき、消費者が信頼できる公正な取引環境の確保や消費者力の実践、誰一

人取り残されることのない社会の構築を目指すとともに、ＳＤＧｓ達成のために消費

者政策においても取組を進めているところです。 

 また、県においては、令和７年度から令和10年度までの４年を計画期間とする「第

２次静岡県消費者基本計画」を策定しています。※策定中 

 本市においては、国・県の方針及びＳＤＧｓの理念を踏まえるとともに、引き続き

消費者教育を推進するため、「第２次島田市消費者教育推進計画」を策定しました。 

                                     

〇 消費者教育について 

「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者が主体

的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）

及びこれに準ずる啓発活動をいう。 

（消費者教育の推進に関する法律第２条第１項） 

〇 消費者力について 

「消費者力」とは、消費生活に関する知識を適切な行動に結びつけることができる実践的な力をいう。 

（消費者基本計画第２章） 

〇 消費者市民社会について 

「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、

自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影

響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会

をいう。 

（消費者教育の推進に関する法律第２条第２項） 
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〇 ＳＤＧｓの理念 

ＳＤＧｓは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、2015年９月の国

連サミットで採択された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17の目標と

169のターゲットから構成され、貧困、飢餓、教育、ジェンダー平等、気候変動など、地球規模の課題

解決に取り組むことを目指しています。 

消費者教育の推進は、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経

済情勢や地球環境に影響を及ぼし得うるものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成

に積極的に参画する社会（消費者市民社会）を形成することであり、特にＳＤＧｓの目標 12「つくる

責任つかう責任」の達成に資する施策といえます。 
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２ 計画の位置づけ 

この計画は、本市における消費者教育を推進するため、「消費者教育の推進に関す

る法律」第 10条第２項の規定に基づき、国の「消費者教育の推進に関する基本的な方

針」や県の「第２次静岡県消費者基本計画」を踏まえて策定するものです。 

本市における各種計画とも密接に関連することから、これらの計画との連携を図り

ながら取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３ 計画の期間 

計画期間は、令和８年度から令和15年度までの８年間とします。 

なお、社会経済情勢の急激な変化や国・県の基本方針等の変更を踏まえ、必要に応

じ、見直しを行います。 

国 

消費者基本法 

消費者基本計画 

消費者教育の推進に関する法律 
平成 24年 12月 13日施行 

消費者教育の推進に関する基本的な方針 
令和５年３月 28日閣議決定 

令和５年度～11年度 

静岡県 

第２次静岡県消費者基本計画  
（消費者基本計画・消費者教育推進計画） 

  令和７年度～令和 10年度 ※策定中 

 

島田市 

第３次島田市総合計画 ※策定中 
令和８年度～令和 15年度 

第２次島田市消費者教育推進計画 
令和８年度～令和 15年度 ※策定中 



4 

第２章 消費者を取り巻く現状と課題               

 

１ 島田市における消費生活相談の状況 

(1) 消費生活相談件数の推移 

消費生活センターで受け付けた相談件数（図１）によると、およそ500件前後で

推移しています。年齢別の相談件数（図２）では、令和３年度以降、30歳代の相談

件数は減少していますが、60歳以上の相談件数は増加し、特に70歳以上の相談件数

は突出している状況となります。 

図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 
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(2) 消費生活相談の特徴 

  消費生活センターに寄せられた相談内容を商品・役務別に分類し、年度ごとにま

とめた上位５項目の相談件数の推移が図３のグラフです。 

  「不審な電話」や「身に覚えのない商品が届いた」などといった内容の相談は

「商品一般」に分類され、５年間を通して最も多く相談を受けました。 

「化粧品」や「健康食品」は、「単品購入のつもりで購入したが定期購入だっ

た」などというインターネット通販における定期購入に関する相談が多く見受けら

れます。 

「役務その他」はパソコンのウイルス警告画面によるサポート詐欺に関する相

談、「インターネット通信サービス」は光回線などの契約に関する相談が増えてい

ますが、件数は年度により多少の差があります。 

この５項目のうち、「商品一般」以外はインターネットの利用によるものがほと

んどであり、スマートフォンの普及率が高まったことからインターネット関連のト

ラブルの増加につながっていると考えられます。 

図３ 
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【市民意識調査の概要】 

①調査の目的： 

島田市総合計画に基づくまちづくりの進捗状況等の評価の基礎資料とするため 

②調 査 対 象：島田市在住の 18歳以上の市民 2,500人 

③抽 出 方 法：住民基本台帳より無作為抽出 

④調 査 方 法：郵送調査、WEB調査 

⑤調 査 期 間：令和７年６月 23日(月)～令和７年７月６日(日) 

⑥有効回収数：1,138票（45.5％） 

２ 消費者教育に関する市民の意識 

毎年実施している「市民意識調査」において、消費者教育に関することについて調

査しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 消費生活センターに関する認知 

【質問】消費生活センターでは、商品・サービス・契約等の消費生活トラブルに関す

る市民の皆様の相談を受け付け、解決のための助言や情報提供、事案によっては解決

に向けて業者との交渉を行うこともあります。 

このような、消費生活センターの業務について知っていますか。 

  『知っている』（「全て知っている」＋「だいたい知っている」）29.8％ 

『ほとんど知らない』68.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

消費生活センターの業務の認知度は約３割で、年代別にみると、特に若い世代の認

知度が低いことが分かります。 

このため、消費生活出前講座や広報媒体を活用し、市役所にある消費生活相談窓口

の認知度の向上に努めていく必要があります。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

70歳以上

60~69歳

50~59歳

40~49歳

30~39歳

20~29歳

18~19歳

消費生活センター業務認知度（年代別）

全て知っている だいたい知っている ほとんど知らない 無回答

出典：令和 7 年度島田市総合計画市民意識調査 
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②消費生活センターの利用状況 

【質問】商品・サービス・契約等の消費生活トラブルに遭遇した際、消費生活センタ

ーを利用しましたか。 

     ２ 利用したが、全く解決しなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

消費生活センターの利用状況は、どの年代においても、「消費生活トラブルに遭遇

していない」が約８割と高く、次いで「利用し、全面・一部解決につながった」「利

用しなかったが、希望通り解決した」となっています。消費生活センター利用者の解

決状況は、「利用し、全面・一部解決につながった」が約７割となっています。 

消費生活センターで全ての相談が解決できるわけではありませんが、消費生活セン

ターの利用者が増えることで、相談の解決や今後のトラブルの未然防止につながるも

のと考えられます。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

70歳以上

60~69歳

50~59歳

40~49歳

30~39歳

20~29歳

18~19歳

消費生活センターの利用状況（年代別）

利用し、全面・一部解決につながった 利用したが、まったく解決しなかった

利用しなかったが、希望通り解決した 利用せず、希望通り解決しなかった

消費生活トラブルに遭遇していない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

70歳以上

60~69歳

50~59歳

40~49歳

30~39歳

20~29歳

18~19歳

消費生活センター利用者の解決状況（年代別）

利用し、全面・一部解決につながった 利用したが、まったく解決しなかった

出典：令和 7 年度島田市総合計画市民意識調査 

出典：令和 7 年度島田市総合計画市民意識調査 
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③消費者として心がけていること 

【質問】消費者として心がけていることはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

「消費者として心がけていること」については、「商品やサービスに関する表示や

説明をよく理解したうえで、選択する」が60.5％と最も高く、次いで「個人情報の管

理について理解し、適切な行動をとる」の28.8％、「ライフステージや経済状況の変

化等、将来を見通した生活設計を考える」の20.4％となっています。 

経済、環境及び社会情勢等の変化に応じて、一人ひとりの消費行動が社会にもたら

す影響について啓発していく必要があります。 

  

3.5%

21.4%

1.2%

15.6%

19.3%

20.4%

28.8%

60.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

特になし

消費者団体や市民団体等の活動に積極的に参加

する

トラブルに備えて、対処方法をあらかじめ準

備・確認しておく

環境に配慮した商品やサービスを選択する

ライフステージや経済状況の変化等、将来を見

通した生活設計を考える

個人情報の管理について理解し、適切な行動を

とる

商品やサービスに関する表示や説明を

よく理解したうえで、選択する

出典：令和 7 年度島田市総合計画市民意識調査 
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３ 第１次計画の取組の課題 

(1) 成果指標の達成度 

第１次計画では、重点目標ごとに取組の目標を設定しました。以下は、令和３年

度から令和６年度までの実績値と、第１次計画の目標値です。 

①重点目標１ ライフステージ（年齢階層）に応じた体系的な消費者教育 

小・中学生、高校生に対する消費者教育の充実 

取組内容 
実績値 第１次計画

目標値 R３ R４ R５ R６ 

学校教育への支援回数及び課外活

動での市政出前講座の開催回数 
６回 ８回 ４回 ６回 ６回 

 

   成人期における効果的な消費者教育の促進 

取組内容 
実績値 第１次計画

目標値 R３ R４ R５ R６ 

消費者教育市政出前講座の 

開催回数 
13回 13回 ７回 17回 15回 

環境課実施の市政出前講座の 

開催回数 
２回 ２回 ３回 33回 ５回 

 

②重点目標２ 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用 

取組内容 
実績値 第１次計画

目標値 R３ R４ R５ R６ 

消費生活弱者を見守る人への市政

出前講座（担い手育成講座）の 

開催回数 

０回 ０回 ０回 ３回 ４回 

 

(2) 重点目標ごとの取組と課題 

① ライフステージ（年齢階層）に応じた体系的な消費者教育 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、人が集まる対面式の講

座は、高齢者や高齢者を見守る方々に対して実施できない時期がありました。 

また、令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の位置づけが「新型インフルエ

ンザ等感染症（いわゆる２類相当）」から「５類感染症」になりましたが、高齢者や

高齢者を見守る方々からの出前講座の申込の判断は慎重でした。令和６年度には申

込件数が回復しました。結果としては、各年度の計画回数をおおむね実施すること

ができました。 

消費者教育については、市内小・中学校や消費者団体等に対し、講座の実施を呼

びかけましたが、小学校では開催に結びつかず、また、消費者団体では、構成員の高
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齢化等の関係から開催が伸び悩んだ点が課題となっています。 

特に、高齢者は年齢や認知機能に幅があり、地域において孤立してしまう場合や

情報を得る機会が減少する場合があるため、対象に応じた教育方法や内容について

の工夫が必要になります。 

 

② 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用 

市内の消費者団体においては、構成員の高齢化などの理由から活動を縮小・解散

したため、令和６年度以降の補助金は交付していません。活動を縮小した消費者団

体については、啓発パンフレットや啓発物品の配布等の方法で支援を継続していま

す。 

消費者教育の人材育成については、人材の確保が困難な状況のため、令和６年度

は、地域において高齢者等の見守りを行っている民生委員・児童委員に対し出前講

座を開催することで、消費者教育の普及を図りました。 
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第３章 基本理念と目指す姿                   

 

１ 基本理念 

 

 

 

 

  

 

   本市では、第３次島田市総合計画の中で、「防犯活動や、交通安全・消費生活対策 

を推進し、安全・安心な暮らしを守ります」を施策として掲げています。   

   市民一人ひとりが消費生活を送るにあたって、正しい知識や判断力を養い、次世代

にわたって社会経済や地球環境に影響を及ぼすことを意識し、行動することができる

消費者となることにより、人や環境にやさしく、住みやすいまちを目指します。 

そのため、市民が主体的に消費者教育について学べる環境を整えるとともに、複雑

化する消費生活に柔軟かつ的確に対応できるよう、消費生活相談の充実・強化に向け

た相談員のスキルアップを図ります。 

また、市の関係各課や民間団体、教育機関、福祉関連機関と連携しながら、消費者

教育の推進に向けて取り組みます。 

 

２ 重点目標 

消費者教育を推進するにあたり、以下の２つを重点目標として定め、強化して取り

組みます。 

 

◆重点目標１ 多様な「消費者の脆弱性」を踏まえた対応の充実 

 高齢者や認知症・障害により判断力が低下する傾向がある人など、従来から配慮を

要する消費者に対しては、配慮の度合いを踏まえ、それぞれのケースに応じた取組が

必要となります。 

配慮を要する消費者の中には、被害に遭っていることに気が付いていない人、相談

先が分からない人がいるため、本人への啓発だけではなく、周囲の見守りが重要にな

ります。 

そのため、福祉関係機関などとの連携を強化し、各機関が持つ幅広い知識を共有す

るとともに情報交換を行い、相乗効果を高めることで、消費者被害の未然防止・早期

発見を図ります。 

  

 

 

自ら学び、考え、行動する消費者の育成 
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◆重点目標２ 消費生活センターの拠点化 

消費者被害の救済の第一歩は、「消費生活相談の窓口を知ってもらうこと」です。

市民意識調査の結果を受け、消費生活に関する情報を収集し、その結果を市民へ情報

発信することで消費生活センターの認知度を高めます。加えて、消費生活センターが

消費者行政の拠点として、複雑化する消費者問題に的確に対応するため、関係する各

主体と連携し、情報発信力の強化及び消費生活相談体制の充実を図ります。 

 

３ 取組の内容 

施策の方針１ ライフステージ（年齢階層）に応じた体系的な消費者教育 

 

「消費者教育の推進に関する法律」第２条に規定された消費者市民社会の実現に向

けては、消費者一人ひとりが豊かな消費生活を自ら実践するとともに、消費生活に関

する知識を習得し、適切な行動に自らを結びつけるため、主体的・能動的に学ぶこと

が必要です。成人してからの消費者トラブルを未然に防ぐためには、子どものころか

らの消費者教育が重要です。子どもや若年者が消費者として自立し、消費者市民社会

の担い手となるよう、子どもの発達段階や年齢特性に応じた消費者教育を推進します。 

小・中学校、高等学校での消費者教育は、学習指導要領に基づき行われており、全

ての子どもたちに消費者教育を受ける機会が設けられています。授業の一環としての

市政出前講座の利用を呼びかけるほか、適切なツールを利用した情報発信を行い、消

費者教育を進めます。 

学校を卒業した若年者は、新入社員として事業所に勤め始め、多様な契約や消費行

動が求められるようになります。事業所等と連携して市政出前講座を実施し、情報提

供を図ります。 

成人一般の年齢層に対しては、自治会や各種団体を通して、消費者被害の実例や対

処について地域における消費者教育が効果的に行われるよう、市政出前講座を実施す

ることにより、周知、啓発を行います。 

高齢期の年齢層に対しては、地域の自主活動クラブや福祉施設で市政出前講座を実

施し、最新の情報を提供して消費者被害を防ぐための注意喚起を行います。 
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◎取組内容 

事業名 内  容 区分 担当 

市政出前講座 

（ふれあいしまだ塾） 

・「消費者被害を未然に防ごう」と題し市民の

消費生活の向上を目的として講座を実施す

る。 

・「家庭でできる脱炭素社会への取組」、「ご

みの現状と減量の取組について」の２つの講

座を設け、地球温暖化対策やごみ減量等につ

いて啓発を実施する。 

継続 生活安心課 

環境課 

授業の中で消費者教育

の学習 

【小学校】 

・物や金銭の大切さ、計画的な使い方 

・身近な物の選び方、買い方 

・地域の人々の生産や販売と工夫 

・購入に必要な情報の収集や活用 

・飲料水、電気、ガスの確保や廃棄物の処理 

・ごみの減量や水を汚さない工夫 

・環境に配慮した生活、物の使い方 

・食べ残しをしないよう啓発・食品ロス 

【中学校】 

・消費者の権利と責任 

・金銭の管理と購入 

・消費生活、環境についての課題と実践 

・市場の働きと経済 

継続 学校教育課 

食育教育 ・給食試食会などを実施する。 

・食育担当者研修会を実施する。 

・食育講座や健康教育を開催する。 

新規 学校給食課 

学校教育課 

健康づくり課 

環境教育・環境学習 ・環境学習講座、田代環境プラザや島田浄化セ

ンターの見学を実施し、環境問題に関する学

習の機会を市民に提供する。 

・総合的な学習の時間や関連性のある教科の時

間を活用したり、体験教室を開催するなど、

学校等における環境教育を推進する。 

・食品ロスの削減に向けた啓発を行う。 

継続 環境課 

下水道課 

学校教育課 

 

  



14 

施策の方針２ 効果的な情報発信と関係機関等との連携強化 

 

消費者教育を効率的かつ効果的に実施するためには、消費生活に関する情報の収集

と、消費者の特性・ライフステージに応じた情報を適時・適切に提供することが重要

となります。 

市公式ウェブサイト・LINE公式アカウント等の様々な広報媒体の利用や、講座等の

機会を通して情報を提供し、消費生活相談に関する現状を分析した結果を、本市の消

費者教育における今後の新たな取組に活用していきます。 

また、本市において、高齢者による消費生活相談は高い割合で推移しており、イン

ターネット・情報通信に関連するトラブル等に関する相談は年々増加している状況で

あることから、消費者被害に遭いやすい高齢者・障害者等の配慮を要する人への啓発

と、周囲の見守り強化の両方に取り組んでいくことが重要です。 

加えて、特殊詐欺からの消費者被害を未然に防止するため、福祉関係機関や警察、

地域との連携を強化し、必要な支援が受けられるように取り組みます。 

また、判断能力に配慮が必要な消費者の権利や財産を守るため、成年後見制度の普

及啓発に努めていきます。 

 

◎取組内容 

取組 内  容 区分 担当 

消費者教育推進計画

に係る関係課との 

連携強化 

・計画の推進に関係する庁内各課

と情報交換や意見交換を通じ、消

費者教育の取組状況を確認し、進

捗管理を行う。 

継続 生活安心課 

福祉関係機関との 

連携・情報提供 

・地域包括支援センター（高齢者

あんしんセンター）、地域高齢者

見守りネットワークづくり事業の

協力事業所等で見守り活動をして

いる人たちに情報提供を行う。 

継続 生活安心課 

包括ケア推進課 

長寿介護課 

地域福祉課 

障害福祉課 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員

に対する消費者啓発

講座 

・日ごろ、地域において高齢者等

の見守りを行っている民生委員・

児童委員を対象とした講座や情報

提供を行う。 

継続 生活安心課 

地域福祉課 
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４ 推進計画の成果指標 

計画の推進にあたっては、庁内関係各課と情報交換・意見交換を通じ、「島田市消

費者教育推進計画連絡会」において消費者教育の取組状況を確認します。 

毎年、施策の進捗状況を示す「目標値」について、進捗管理を行い、消費者教育の

推進について検証します。 

 

第２次計画で目指す目標値 

取組内容 
第１次計画 

目標値 

実績値 

（令和６年度） 

第２次計画 

目標値 

学校教育への支援回数及び課外活動での 

市政出前講座の開催回数 
６回 ６回 ６回 

消費者教育市政出前講座の開催回数 15回 17回 20回 

環境課実施の市政出前講座の開催回数 ５回 33回 ５回 

高齢者・障害者を見守る方への 

市政出前講座の開催回数 
４回 ３回 ３回 

消費生活に関する情報の発信回数 

（市公式ウェブサイト掲載、LINE配信等） 
― ５回 10回 

 

  



16 

消費者教育の推進に関する法律 

（平成二十四年八月二十二日） 

（法律第六十一号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉

力の格差等に起因する消費者被害を防止するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び

増進のため自主的かつ合理的に行動することができるようその自立を支援する上で重要

であることに鑑み、消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利であることを踏

まえ、消費者教育に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明ら

かにするとともに、基本方針の策定その他の消費者教育の推進に関し必要な事項を定め

ることにより、消費者教育を総合的かつ一体的に推進し、もって国民の消費生活の安定

及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる

消費生活に関する教育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要

性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいう。 

２ この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費

生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代

にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚

して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。 

（基本理念） 

第三条 消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に結び付ける

ことができる実践的な能力が育まれることを旨として行われなければならない。 

２ 消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民社

会の形成に参画し、その発展に寄与することができるよう、その育成を積極的に支援す

ることを旨として行われなければならない。 

３ 消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、

年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配慮した適切な方法で行われなければならな

い。 

４ 消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方法

により、かつ、それぞれの場における消費者教育を推進する多様な主体の連携及び他の

消費者政策（消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策をいう。第九条第二項

第三号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなければならな

い。 

参考資料 
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５ 消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外

の社会経済情勢及び地球環境に与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立った

情報を提供することを旨として行われなければならない。 

６ 消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することがで

きるよう、非常の事態における消費生活に関する知識と理解を深めることを旨として行

われなければならない。 

７ 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育その

他の消費生活に関連する教育に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配

慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができ

る自立した消費者の育成が極めて重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下この章

において「基本理念」という。）にのっとり、消費者教育の推進に関する総合的な施策を

策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び実

施されるよう、相互に又は関係行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、それ

ぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関する施策を推進しなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法（平成

二十一年法律第五十号）第十条の二第一項第一号に規定する消費生活センターをいう。

第十三条第二項及び第二十条第一項において同じ。）、教育委員会その他の関係機関相互

間の緊密な連携の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、

その地方公共団体の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（平二六法七一・一部改正） 

（消費者団体の努力） 

第六条 消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動に

努めるとともに、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消費者教

育に協力するよう努めるものとする。 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第七条 事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費者

の消費生活に密接に関係していることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公共団

体が実施する消費者教育の推進に関する施策に協力するよう努めるとともに、消費者教

育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第八条 政府は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その



18 

他の措置を講じなければならない。 

２ 地方公共団体は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置

その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第九条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第四章におい

て「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項 

二 消費者教育の推進の内容に関する事項 

三 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項 

四 その他消費者教育の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和四十三年法律第七十八号）第九条第一項に規定する

消費者基本計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなけれ

ばならない。 

５ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員会の

意見を聴くほか、消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じな

ければならない。 

６ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第四項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

７ 政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関する

施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を踏まえ、おおむね五年ごとに基本方

針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更するものとする。 

８ 第四項から第六項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第十条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推進

に関する施策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「都道府

県消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本方

針及び都道府県消費者教育推進計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者教育

の推進に関する施策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「市

町村消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

３ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画

を定めようとするときは、あらかじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者その他
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の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。この場

合において、第二十条第一項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織している都

道府県及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなければな

らない。 

４ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画

を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画

を定めた場合は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育の推進に関する施

策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要がある

と認めるときは、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を変更す

るものとする。 

６ 第三項及び第四項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進

計画の変更について準用する。 

第三章 基本的施策 

（学校における消費者教育の推進） 

第十一条 国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学校

教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、大学及び高等専

門学校を除く。第三項において同じ。）の授業その他の教育活動において適切かつ体系的

な消費者教育の機会を確保するため、必要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、

教育職員の職務の内容及び経験に応じ、必要な措置を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内外

を問わず、消費者教育に関する知識、経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 

（大学等における消費者教育の推進） 

第十二条 国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第一条に規定する大学及び高等専

門学校並びに専修学校、各種学校その他の同条に規定する学校以外の教育施設で学校教

育に類する教育を行うものをいう。以下この条及び第十六条第二項において同じ。）にお

いて消費者教育が適切に行われるようにするため、大学等に対し、学生等の消費生活に

おける被害を防止するための啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力を

得つつ、学生等に対する援助に関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の確保、

情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

（地域における消費者教育の推進） 

第十三条 国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター（以下この章において「国

民生活センター」という。）は、地域において高齢者、障害者等に対する消費者教育が適

切に行われるようにするため、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める
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民生委員、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める社会福祉主事、介護福

祉士その他の高齢者、障害者等が地域において日常生活を営むために必要な支援を行う

者に対し、研修の実施、情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等において

消費生活センター等の収集した情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われるよ

う、必要な措置を講じなければならない。 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第十四条 事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その他

の連携を通じ、消費者の消費生活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関す

る知識を広く提供するよう努めるものとする。 

３ 事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受講

させること等を通じ、消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。 

４ 事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活動

に対し、資金の提供その他の援助に努めるものとする。 

（教材の充実等） 

第十五条 国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、

学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において当該教材が有効に活用されるよう、

消費者教育に関連する実務経験を有する者等の意見を反映した教材の開発及びその効果

的な提供に努めなければならない。 

（人材の育成等） 

第十六条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法に定める消費生活相

談員その他の消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、消費者教

育に関する専門的知識を修得するための研修の実施その他その資質の向上のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係団

体に対し、消費者教育を担う人材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他の自

主的な取組を行うよう促すものとする。 

（平二六法七一・一部改正） 

（調査研究等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、消費者教育に関する調査研究を行う大学、研究機関そ

の他の関係機関及び関係団体と協力を図りつつ、諸外国の学校における総合的、体系的

かつ効果的な消費者教育の内容及び方法その他の国の内外における消費者教育の内容及

び方法に関し、調査研究並びにその成果の普及及び活用に努めなければならない。 

（情報の収集及び提供等） 

第十八条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、学校、地域、家庭、職域その他の
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様々な場において行われている消費者教育に関する先進的な取組に関する情報その他の

消費者教育に関する情報について、年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配慮しつ

つ、これを収集し、及び提供するよう努めなければならない。 

２ 国は、消費生活における被害の防止を図るため、年齢、障害の有無その他の消費者の

特性を勘案して、その収集した消費生活に関する情報が消費者教育の内容に的確かつ迅

速に反映されるよう努めなければならない。 

第四章 消費者教育推進会議等 

（消費者教育推進会議） 

第十九条 消費者庁に、消費者教育推進会議を置く。 

２ 消費者教育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推進会議の委員

相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

二 基本方針に関し、第九条第五項（同条第八項において準用する場合を含む。）に規定

する事項を処理すること。 

３ 消費者教育推進会議の委員は、消費者、事業者及び教育関係者、消費者団体、事業者

団体その他の関係団体を代表する者、学識経験を有する者並びに関係行政機関及び関係

する独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規

定する独立行政法人をいう。）の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

４ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

政令で定める。 

（消費者教育推進地域協議会） 

第二十条 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を

推進するため、消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活セン

ターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成する消費者教育推進地

域協議会を組織するよう努めなければならない。 

２ 消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な

推進に関して消費者教育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこ

と。 

二 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画

を作成し、又は変更しようとする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画

又は市町村消費者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。 

３ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要な

事項は、消費者教育推進地域協議会が定める。 
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